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１ 県立消費生活センター受付状況

令和３年度（令和３年４月１日 ～ 令和４年３月31日）に寄せられた相談件数は、

2,242件で、前年度（2,410件）に比べて168件（７％）減少しました。

相談件数が減少した要因として、新型コロナウイルス感染症や架空請求に関連した相

談の減少が挙げられます。

※新型コロナウイルス感染症に関連する相談：71件 前年度：201件 ▲130件

架空請求に関連する相談： 36件 前年度： 67件 ▲ 31件

２ 県内市町村消費生活相談受付状況

県内市町村の窓口が受け付けた消費生活相談件数は、2,776 件で、前年度（3,065

件）と比べて289件（9.4％）減少しました。

また、県内市町村の窓口が受け付けた消費生活相談件数と県立消費生活センターとの

合計数は、4,999件で、市町村の県内の相談受付数は平成29年度以降、県立消費生活

センターの受付件数を上回っています。

※市町村相談件数の県内の相談件数に占める割合：55.5％

３ 県立消費生活センターが受け付けた消費生活相談内容

〇契約当事者は、依然として６０歳以上の割合が高い

年代別にみると70歳以上の契約当事者が585人、60歳代が346人となって

おり､60歳以上の契約当事者が全体に占める割合は約42％で、依然として高齢の

方からの相談が多い状況にあります。

なお、成年年齢の引き下げの対象となる18歳及び19歳の相談件数は、18件で

した。

〇相談の多い商品・サービスでは、「商品一般」に関する相談が最多

相談の多い商品・サービスは、迷惑メールや不審な電話、身に覚えのない請求な

どの相談を含む「商品一般」が222件で最多でした。次に「化粧品」125件、

「役務その他」98件、「融資サービス」96件でした。特徴として化粧品のうち定

期購入に関する相談が101件あり、約８割と高い割合を占めています。

〇販売購入形態別では、「通信販売」に関する相談が最多

販売購入形態別では「通信販売」に関する相談が742件と最も多くなっています。

※件数は、前年度の８０１件と比べると59件（７.４％）減少。

なお、「通信販売」における定期購入に関する相談は、157件と２割以上を占めて

おり、「解約しようと思い、電話をするがつながらない」、「低価格に設定されている

商品を申込みしたところ定期購入になっていた」といった相談が多くありました。

また、「通信販売」におけるインターネット利用に関する相談は、全体の件数が減

少する中で、60歳以上の高齢者の相談件数は増加しています。

令和３年度に高知県立消費生活センターに寄せられた相談等の概要
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１ 県立消費生活センター受付状況

(１)相談受付状況

令和３年度の相談受付総数は、2,242件で、前年度（２,410件）比では７％（168件）

減少している。

表―１ 消費生活相談、個人情報相談別件数

図－１ 相談受付件数推移

（２)個人情報相談

令和３年度の消費生活に係る個人情報に関する相談は、19件で、前年度（15件）より４件

増加している。

表－２ 個人情報相談内容（重複あり）

苦情相談 問合せ 要望 R３年度計 R２年度 増減
対前年比

（％）

消費生活相談 ２，０２３ １９９ １ ２，２２３ ２，３９５ －１７２ ９２.８

個人情報相談 １８ １ ０ １９ １５ ４ １２６.７

合計 ２，０４１ ２００ １ ２，２４２ ２，４１０ －１６８ ９３.０

目的外
利用

不適正
な取得

情報内容

の誤り

漏洩・
紛失

委託先
の監督

同意の
ない提供

オプト
アウト
違反

開示等
苦情の
窓口対応

その他

２ ４ ０ ７ ０ ４ ０ ０ １ ３
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２ 県内市町村消費生活相談受付状況

県内の市町村の窓口が受け付けた相談は、2,776 件で、市町村の県内の相談受付数の合計は、29年度

以降、県立消費生活センターの相談受付数を上回っている。消費生活センターを設置している高知市、南

国市、幡多広域の合計件数は、2,406 件で、市町村受付件数全体の約87％を占めている。

表－３ 市町村窓口相談受付件数 ※（ ）内は、再掲件数

R３年度 （件） R２年度 （件）

市町村名 市町村受付数 県受付数 合計 市町村名 市町村受付数 県受付数 合計

高知市 １，９８０ １，１１０ ３，０９０ 高知市 ２，１７６ １，１８３ ３，３５９

室戸市 １ ２８ ２９ 室戸市 ６ ３８ ４４

安芸市 ２２ ４３ ６５ 安芸市 ２７ ５４ ８１

東洋町 ０ ７ ７ 東洋町 ２ ８ １０

奈半利町 ０ ６ ６ 奈半利町 ４ １３ １７

田野町 ２ ９ １１ 田野町 １ １２ １３

安田町 ０ ８ ８ 安田町 ２ １２ １４

北川村 ０ ２ ２ 北川村 １ ５ ６

馬路村 ０ ０ ０ 馬路村 ０ ４ ４

芸西村 １ ８ ９ 芸西村 ６ ７ １３

香南市 １２５ ８０ ２０５ 香南市 １３１ １０６ ２３７

香美市 ８２ ７１ １５３ 香美市 ９４ ６２ １５６

南国市 １８７ １２８ ３１５ 南国市 １８６ １２５ ３１１

本山町 ２ １６ １８ 本山町 ０ １３ １３

大豊町 １３ １９ ３２ 大豊町 １９ １４ ３３

土佐町 １ １４ １５ 土佐町 １ １３ １４

大川村 ０ ２ ２ 大川村 ０ ０ ０

土佐市 １５ ９５ １１０ 土佐市 １１ １０９ １２０

いの町 １５ １１１ １２６ いの町 １１ １１９ １３０

仁淀川町 ２ ２０ ２２ 仁淀川町 ６ １９ ２５

佐川町 ０ ３４ ３４ 佐川町 ２ ６２ ６４

越知町 １ １２ １３ 越知町 １ ２１ ２２

日高村 ２ １８ ２０ 日高村 １ １７ １８

須崎市 ５０ ７１ １２１ 須崎市 ５５ ７６ １３１

中土佐町 ２ １１ １３ 中土佐町 ２ ２２ ２４

津野町 ３ １７ ２０ 津野町 ３ １５ １８

梼原町 １ ７ ８ 梼原町 １ ９ １０

四万十町 ３ ３３ ３６ 四万十町 １０ ３８ ４８

幡多広域 ２３９ ― ２３９ 幡多広域 ２７５ ― ２７５

四万十市 ０ ５３ ５３ 四万十市 ０ ２９ ２９

宿毛市 ０ ３５ ３５ 宿毛市 １ ３０ ３１

土佐清水市 １１ １３ ２４ 土佐清水市 １７ １６ ３３

黒潮町 １３ １６ ２９ 黒潮町 １２ １３ ２５

大月町 １ ６ ７ 大月町 ０ ４ ４

三原村 ２ ３ ５ 三原村 １ ３ ４

(幡多地域計) (２６６) (１２６) (３９２) (幡多地域計) (３０６) (９５) (４０１)

市町村合計 ２，７７６ ２，１０６ ４，８８２ 市町村合計 ３，０６５ ２，２７１ ５，３３６

市町村不明 ４３ ４３ 市町村不明 ４０ ４０

県外 ５９ ５９ 県外 ５８ ５８

無回答 １５ １５ 無回答 ２６ ２６

総 計 ２，７７６ ２，２２３ ４，９９９ 総 計 ３，０６５ ２，３９５ ５，４６０
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３ 県立消費生活センターが受け付けた消費生活相談内容

(１)相談方法別

表－４ 相談方法別

(２)相談結果別

表－５ 相談結果別 （令和４年６月５日現在）

＊助言（自主交渉）・・・消費者トラブルに対して、相談者が事業者と自主交渉することで解決する可能性があり、

かつ自主解決の努力がなされていない相談に対し、自主解決の方法を伝えた場合

（例）： クーリングオフの方法を助言、相談に対して助言するとともに関係機関や相談窓口を紹介、不審な電

話やメールを無視するよう助言、相談する中で相談者に思い違いを助言等

＊その他情報提供・・・・ 斡旋以外の処理で「助言（自主交渉）」に該当しない回答をした場合

(３)契約当事者別

年代別にみると、相談件数が最も多いのは、70歳以上、次いで50歳代、60歳代となっ

ている。60歳以上の契約当事者が全体に占める割合は、40％を超える高い割合となってい

る。なお、20歳未満の相談件数の全体に占める割合は、2.5％で、18歳、19歳の相談件数

は、18件であった。

表－６ 契約当事者性別等

表－７ 契約当事者年齢層

R３年度 R２年度
増減

件数 構成比（％） 件数 構成比（％）

来 訪 ２１６ ９.７ ２５０ １０.４ －３４

電 話 １，９５４ ８７.９ ２，０９０ ８７.３ －１３６

文 書 ５３ ２.４ ５５ ２.３ －２

合 計 ２，２２３ １００.０ ２，３９５ １００.０ －１７２

他機関

紹介

助言＊

（自主交渉）

その他＊

情報提供
斡旋解決 斡旋不調 処理不能 処理不要 処理中

８７ １，２６６ ５５３ １５５ ２２ ４７ ６４ ２９

R３年度 R２年度
前年比（％）

件数 構成比（％） 件数 構成比（％）

性

別

男性 ９７４ ４３.８ １，０２１ ４２.６ ９５.４

女性 １，１０３ ４９.６ １，１９８ ５０.０ ９２.１

団体 １２２ ５.５ １４１ ５.９ ８６.５

不明 ２４ １.１ ３５ １.５ ６８.６

合 計 ２，２２３ １００.０ ２，３９５ １００.０ ９２.８

R３年度 R２年度
前年比（％）

件数 構成比（％） 件数 構成比（％）

年

代

別

20 歳未満 ５５ ２.５ ７７ ３.２ ７１.４

20 歳代 １４５ ６.５ １６４ ６.９ ８８.４

30 歳代 １８５ ８.３ １５９ ６.６ １１６.４

40 歳代 ２７７ １２.４ ３０２ １２.６ ９１.７

50 歳代 ３５５ １６.０ ３６７ １５.３ ９６.７

60 歳代 ３４６ １５.６ ３９７ １６.６ ８７.２

70 歳以上 ５８５ ２６.３ ６０６ ２５.３ ９６.５

団体・不明 ２７５ １２.４ ３２３ １３.５ ８５.１

合 計 ２，２２３ １００.０ ２，３９５ １００.０ ９２.８
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表－８ 契約当事者職業別

(４)商品・サービス大分類別

商品・サービス大分類でみると、「商品一般」に関する相談が最も多く寄せられている。

表－９ 商品・サービス大分類別

＊商品一般・・・商品の相談ではあるが、他の分類に特定できない、または特定する必要のない相談
不審なメール、身に覚えのない請求などの相談が含まれます。

R３年度 R２年度
前年比（％）

件数 構成比（％） 件数 構成比（％）

職
業
別

給与生活者 ８２３ ３７.０ ８６４ ３６.１ ９５.３

自営・自由業 １９１ ８.６ ２０２ ８.４ ９４.６

家事従事者 １５８ ７.１ １６３ ６.８ ９６.９

学生 ７１ ３.２ ９９ ４.１ ７１.７

無職 ７１８ ３２.３ ７７０ ３２.２ ９３.２

企業・団体 １２１ ５.５ １４１ ５.９ ８５.８

その他・不明 １４１ ６.３ １５６ ６.５ ９０.４

合 計 ２，２２３ １００.０ ２，３９５ １００.０ ９２.８

R３年度 R２年度
前年比
（％）件数

構成比
（％）

件数
構成比
（％）

商

品

商品一般＊ ２２２ １０.０ ２５２ １０.５ ８８.１

食料品 １５６ ７.０ ２５６ １０.７ ６０.９

住居品 ９４ ４.２ ８５ ３.５ １１０.６

光熱水品 ６５ ２.９ ７１ ３.０ ９１.５

被服品 ９４ ４.２ １０５ ４.４ ８９.５

保健衛生品 １８２ ８.２ １９６ ８.２ ９２.９

教養娯楽品 １５５ ７.０ １７９ ７.５ ８６.６

車両・乗り物 ６０ ２.７ ５２ ２.２ １１５.４

土地・建物・設備 ５６ ２.５ ５２ ２.２ １０７.７

他の商品 ７ ０.３ ３ ０.１ ２３３.３

小 計 １，０９１ ４９.０ １，２５１ ５２.３ ８７.２

サ

｜

ビ

ス

クリーニング ８ ０.４ ５ ０.２ １６０.０

レンタル・リース・貸借 １１６ ５.２ ９３ ３.９ １２４.７

工事・建築・加工 ６７ ３.０ ７３ ３.０ ９１.８

修理・補修 ３８ １.７ ３０ １.３ １２６.７

管理・保管 ２ ０.１ ４ ０.２ ５０.０

役務（サービス）一般 ２０ ０.９ ２０ ０.８ １００.０

金融・保険サービス ２０２ ９.１ １８２ ７.６ １１１.０

運輸・通信サービス １８３ ８.３ ３７４ １５.６ ４８.９

教育サービス ７ ０.３ ７ ０.３ １００.０

教養・娯楽サービス １８７ ８.４ ４７ １.９ ３９７.９

保健・福祉サービス ６２ ２.８ ６８ ２.８ ９１.２

他の役務（サービス） １０５ ４.７ ８４ ３.５ １２５.０

内職・副業・ねずみ講 ２０ ０.９ ９ ０.４ ２２２.２

他の行政サービス １９ ０.９ ４０ １.７ ４７.５

小 計 １，０３６ ４６.７ １，０３６ ４３.２ １００.０

他の相談 ９６ ４.３ １０８ ４.５ ８８.９

合 計 ２，２２３ １００.０ ２，３９５ １００.０ ９２.８
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(５)相談の多い商品・サービス

①相談の多い商品・サービス

〇商品・サービスを詳細に区分してみると、「商品一般」に続き、「化粧品」、「役務・その他」、「融

資サービス」に関する相談が多かった。

○「化粧品」に関する相談では、解約したいが電話がつながらない、解約を申し出たが断られたな

ど、定期購入に関する相談が寄せられている。

〇前年度に相談の多かった「健康食品」に関する相談は減少した。

表－10 相談件数の多い商品・サービス

＊商品一般・・・商品の相談ではあるが、他の分類に特定できない、または特定する必要のない相談、不審な
メール、身に覚えのない請求などの相談が含まれます。

＜参考＞令和３年４月から商品・サービスの分類が一部変更され、「放送・コンテンツ等」が廃止された。「放送・
コンテンツ等」に分類していた相談は、「娯楽等情報配信サービス」や「他の教養・娯楽」などに分類さ
れるようになった。

商 品 ・ サービス R３年度 R２年度 増減

１ 商品一般＊ ２２２ ２５２ －３０

２ 化粧品 １２５ ９５ ３０

３ 役務その他 ９８ ６６ ３２

４
融資サービス

主に フリーローン・サラ金

９６
９１

１０１
９３

－５
－２

５ 借家・賃貸アパート ８７ ６７ ２０

６ 健康食品 ７８ １６８ －９０

７
他の教養・娯楽

うち インターネットゲーム

出会い系サイト・アプリ

７１
２５
２４

－
１４
１４

－

１１

１０

８
移動通信サービス

主に 携帯電話サービス

６９

４９

６５

４０

４

９

９
娯楽等情報配信サービス

うち アダルト情報サイト

６８

３５

－

４０

－

－５

９ 相談その他 ６８ ８０ －１２

１１ 工事・建築 ６７ ７０ -３

１２ 自動車 ５２ ４２ １０

１３

インターネット通信サービス
主に インターネット接続回線

うち 光ファイバー

５１

４５

３６

８９

７５

６０

－３８

－３０

－２４

１４ 電気 ４４ ５４ －１０

１５ 修理・補修 ３８ ３０ ８

そ の 他 ９８９ － －

合 計 ２，２２３ ２，３９５ －１７２
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②年齢層別で相談の多い商品･サービス

○年齢層別に相談の多い商品・サービスをみると、「他の教養・娯楽」は、20歳未満で１位、20

歳代で1位、「借家・賃貸アパート」は、20歳代で1位、30歳代で２位、「融資サービス」は、

30歳代で１位、40歳代で２位となっている。

○50歳代・60歳代・70歳以上の高年齢層では、「商品一般」に関する相談が最も多く寄せられ

ている。

表－11 年齢層別で相談の多い商品・サービス

２０歳未満 ２０歳代 ３０歳代

１
他の教養・娯楽

うち ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｹﾞｰﾑ

１７
16

１

他の教養・娯楽
うち 出会い系ｻｲﾄ･ｱﾌﾟﾘ

１４
8
１
融資サービス
全て フリーローン・サラ金

１８
18

２ 化粧品 １０ 借家・賃貸アパート １４ ２ 借家・賃貸アパート １７

３ 健康食品 ６ ３
融資サービス
全て フリーローン・サラ金

１１
11

３ 自動車 １３

４

商品一般 ４ ４ 商品一般 ９ ４ 商品一般 １２

娯楽等情報配信サービス

うち アダルト情報

４

2
５ 電気/役務その他 各６ ５ 工事・建築 ９

４０歳代 ５０歳代 ６０歳代

１ 化粧品 ２３ １ 商品一般 ３４ １ 商品一般 ４７

２
融資サービス
全て フリーローン・サラ金

２０
20

２
融資サービス
全て フリーローン・サラ金

２４
24

２ 化粧品 ３４

３ 商品一般 １６

３

化粧品 １８

３

移動通信サービス
主に 携帯電話サービス

１４
10

４ 借家・賃貸アパート １４
移動通信サービス
主に 携帯電話サービス

１８
11

役務その他 １４

５
娯楽等情報配信ｻｰﾋﾞｽ

うち アダルト情報

１３
10５

他の教養・娯楽
うち 出会い系ｻｲﾄ･ｱﾌﾟﾘ

１２
6

娯楽等情報配信ｻｰﾋﾞｽ
うち アダルト情報

１８
9

７０歳以上

１ 商品一般 ７２

２ 相談その他 ３４

３

化粧品 ２７

役務その他 ２７

５ 工事・建築 ２６
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(６)販売購入形態別

「通信販売」に関する相談が742件で最も多く、次いで「店舗購入」461件、「訪問販

売」137件となっている。

「通信販売」における定期購入に関する相談は、157件と前年度より36件減少している

ものの、「通信販売」全体の約21％を占めている。また、「通信販売」におけるインターネ

ット利用に関する相談は、全体の件数が減少する中で、60歳代及び70歳以上の高齢者層の

件数は、増加している。

①販売購入形態別相談受付件数

表－12 販売購入形態別相談件数

＊マルチ・・・販売組織の加入者が消費者に商品などを購入させ、その販売組織に加入させることによって、
マージンを得るしくみの商法。儲かると思って加入しても思うように売れず、多額の借金と在庫
を抱えることになる。また、他人を勧誘することで自らが加害者になることもある。

＊ネガティブ・オプション・・・注文していない商品を一方的に送りつけ、受け取った消費者が購入しなけれ
ばならないものと勘違いして支払うことを狙った商法。

②通信販売における定期購入に関する相談

表－13 通信販売における定期購入に関する相談

③通信販売におけるインターネット利用に関する相談

表－14 通信販売におけるインターネット利用に関する相談

R３年度 R２年度 R３年度 R２年度

20 歳未満 ４４ ５２ 60 歳代 ９８ ８８

20 歳代 ４２ ５３ 70 歳以上 ６５ ５２

30 歳代 ６２ ６３ 不明 ３２ ４１

40 歳代 １１８ １２５
合計 ５７４ ５９９

50 歳代 １１３ １２５

販売購入形態 R３年度 R２年度 増減

通信販売 ７４２ ８０１ －５９

店舗購入 ４６１ ４９０ －２９

訪問販売 １３７ １４６ －９

電話勧誘販売 １２４ １４７ －２３

マルチ･マルチまがい＊ ３４ ２９ ５

訪問購入 １３ ２５ －１２

ネガティブ・オプション＊ ９ ３１ －２２

その他無店舗 １２ １３ －１

不明・無関係 ６９１ ７１３ －２２

合 計 ２，２２３ ２，３９５ －１７２

年度
通信販売

合計

定期購入 定期購入

以外

定期購入の

割合（％）

H２７ ８５６ ２５ ８３１ ２.９

H２８ ９１０ ６５ ８４５ ７.１

H２９ ８１１ ８１ ７３０ １０.０

H３０ ６１６ ８２ ５３４ １３.３

R 元 ６４７ １７８ ４６９ ２７.５

R ２ ８０１ １９３ ６０８ ２４.１

R ３ ７４２ １５７ ５８５ ２１.２
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(７)問題商法別

表－15 商法別相談件数と主な商品・サービス

＊無料商法・・・「無料で点検する。」「お試し無料」など、「無料」をうたい文句に実際は高額な商品を売りつけ

る商法。

＊サイドビジネス商法・・・「在宅ビジネスで高収入が得られる。」などと言って勧誘し、実際は高額な教材等を

購入させる商法。

＊利殖商法・・・「必ずもうかる。」「高配当」と利益ばかりを強調し、投資や出資などを勧誘する商法。

＊点検商法・・・「○○の点検をします。」と訪問して、「このままでは家が危ない。」「取り替えないと危険です。」

などど不安をあおって、商品やサービスの契約をさせる商法。

＊当選商法・・・「○○が当選しました。」などと消費者をだまし、お金を支払わせる商法。

(８)架空請求・不当請求

① 架空請求（身に覚えのない請求）に関する相談
「架空請求」の相談は、平成29年度には800件を超えていたが、その後、大きく減少し、

令和３年度には36件にまで減少した。･

表－16 架空請求相談件数 年度別推移

表－17 架空請求方法

年度 件数

H２９ ８０３

H３０ ４９２

R 元 １９８

R ２ ６７

R ３ ３６

架空請求 R３年度 R２年度 増減

メール ３３ ５８ -２５

ハガキ ３ ５ －２

電 話 ０ ２ －２

文書（封書、FAX 等） ０ ２ －２

合 計 ３６ ６７ －３１

商 法 R３年度 R２年度 増減 主な商品・サービス

無料商法 １１５ １１６ －１ アダルト情報（１５） 健康食品（１３） 化粧品(７)

ｻｲﾄﾞﾋ ﾞｼ ﾞﾈｽ
商法

３７ ３６ １ 内職・副業（１２） 化粧品（４）

利殖商法 １７ １０ ７ ファンド型投資商品（８）

点検商法 １３ １１ ２ 塗装工事（３） 屋根工事（１） など

当選商法 １２ ２２ －１０ 宝くじ（１） など
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②不当請求（インターネット有料サイト等のワンクリック請求を含めた不当な請求）に関する相談

不当請求の相談件数は、緩やかな減少傾向にあったが、令和３年度は前年度（120件）

より26件増加している。

相談内容としては、無料のアダルトサイトを視聴しようとしたら、突然会員登録されて

高額な請求を受けたというものや、賃貸アパート退去時に高額な退去費用を請求されたな

どの相談が寄せられている。

図－２ 不当請求相談件数 年度別推移

表－18 不当請求 主な商品・サービス

商 品 ・ サービス R３年度 R２年度 増減

１
娯楽等情報配信サービス

うち アダルト情報

４２

33

－

36

－

-3

２ 商品一般 ２８ １８ １０

３ 借家・賃貸アパート ９ ３ ６

４ 化粧品 ７ ３ ４

５ 役務その他 ６ ０ ６

６
健康食品 ５ ８ －３

役務一般 ５ ４ １

そ の 他 ４４ － －

合 計 １４６ １２０ ２６
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(９)フリーローン・サラ金、多重債務に関する相談

フリーローン・サラ金や多重債務相談は、平成22年度以降減少傾向にあり、令和３年度は

前年度（93件）より２件減少し、91件であった。

相談内容としては、多額の借金があるため債務整理をしたいというものや、昔の借金の返済

請求書が届いたなどの相談が寄せられている。

図－３ フリーローン・サラ金、多重債務相談件数 年度別推移

＊多重債務・・・借入社数にかかわらず借金の返済が困難になった状態

表－19 フリーローン・サラ金 年代別・性別相談件数

表－20 多重債務 残債務額

フリーローン・
サラ金

男性 女性
団体・
不明

R３年度 R２年度 増減

２０歳未満 ０ ０ ０ ０ ０ ０

２０歳代 ８ ３ ０ １１ ８ ３

３０歳代 １４ ４ ０ １８ ８ １０

４０歳代 １１ ９ ０ ２０ １９ １

５０歳代 １３ １１ ０ ２４ ２０ ４

６０歳代 ３ ２ ０ ５ １１ －６

７０歳以上 ５ ４ ０ ９ １９ －１０

不明 ３ １ ０ ４ ８ －４

合 計 ５７ ３４ ０ ９１ ９３ －２

残債務額 件 数 残債務額 件 数

～５０万円未満 ４ ６００万円台 ０

５０万円～１００万円未満 ５ ７００万円台 ０

１００万円台 １０ ８００万円台 ０

２００万円台 ３ ９００万円台 ３

３００万円台 ６ １，０００万円以上 ２

４００万円台 ２ 不明 ２８

５００万円台 １ 合 計 ６４
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(10)投資商品に関する相談

投資商品に関する相談件数は減少傾向にあったが、令和３年度はファンド型投資商品が

増加し17件となっている。

表－21 公社債・未公開株・ファンド型投資商品 相談件数推移と６０歳以上の相談件数

表－22 公社債・未公開株・ファンド型投資商品 契約金額・既支払い金額

※平均額は、金額が不明な相談を除き、０円を含む全ての相談の平均である。

(11)新型コロナウイルス感染症に関連する相談

新型コロナウイルス感染症に関連する相談は、71件あり、前年度（201件）から大幅に減少し

た。

相談内容としては、注文した覚えのないマスクが届いたといったものや、電話勧誘でコロナで困

っていると言われ海鮮セットを契約してしまったなどの相談が寄せられている。

表－23 新型コロナウイルス感染症に関する相談件数

表－24 新型コロナウイルス感染症 相談件数の多い商品・サービス

R 元年度 R２年度 R３年度
R３年度
60 歳以上

R３年度
60 歳以上割合

（％）

公社債 ２ １ ０ ０ ０.０

未公開株 ０ ０ ０ ０ ０.０

ファンド型
投資商品

１７ １１ １７ ５ ２９.４

合 計 １９ １２ １７ ５ ２９.４

平均額 最高額 総 額

契約金額 1,837,860 円 7,230,000 円 18,378,604 円

既支払い金額 1,559,225 円 7,230,000 円 15,592,250 円

R３年度 R２年度 増減

件数 ７１ ２０１ －１３０

商 品 ・ サービス R３年度 R２年度 増減

１ 他の保健衛生品 １０ ４９ －３９

２

魚介類 ６ ３ ３

融資サービス ６ ６ ０

他の行政サービス ６ １９ －１３

５
借家・賃貸アパート ４ ４ ０

他の保健・福祉 ４ ２ ２

その他 ３５ １１８ －８３

合 計 ７１ ２０１ －１３０


